
様式第１の１（第６条関係　民間団体等用）
番　　　号
年　　月　　日
　環境大臣（又は地方環境事務所長）　殿
　　　　　　　　　　事業実施者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金交付申請書
　二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金交付要綱第６条第１号（又は第２号）の規定により上記補助金の交付について下記のとおり申請します。
記
１　補助事業の名称
２　補助事業の目的及び内容
      　別紙１　実施計画書のとおり
３　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　（うち消費税及び地方消費税相当額　　　　　　　　　円）
４　補助事業に要する経費
      　別紙２　経費内訳のとおり
５　補助事業の開始及び完了予定年月日
　　　　交付決定の日　～　　　年　　月　　日
６　その他参考資料

注１　補助事業の名称は、要綱第４条第１項各号の事業名を記入すること。
２　別紙１の作成について、地域活動支援・連携促進事業にあっては別紙１の１により、省エネ型ノンフロン整備促進事業にあっては別紙１の２により、地球温暖化対策技術開発・実証研究事業にあっては別紙１の３により、CO2排出削減対策強化誘導型技術開発・実証事業にあっては別紙１の４により、離島の再生可能エネルギー導入促進のための蓄電池実証事業にあっては別紙１の５により、地熱・地中熱等の利用による低炭素社会推進事業にあっては別紙１の６の①から別紙１の６の⑥までのいずれかにより、自立・分散型低炭素エネルギー社会構築推進事業にあっては別紙１の７により記入すること。
３　別紙２の作成について、地域活動支援・連携促進事業にあっては別紙２の１により、省エネ型ノンフロン整備促進事業にあっては別紙２の２により、地球温暖化対策技術開発・実証研究事業にあっては別紙２の３により、CO2排出削減対策強化誘導型技術開発・実証事業にあっては別紙２の４により、離島の再生可能エネルギー導入促進のための蓄電池実証事業にあっては別紙２の５により、地熱・地中熱等の利用による低炭素社会推進事業にあっては別紙２の６の①から別紙２の６の⑦までのいずれかにより、自立・分散型低炭素エネルギー社会構築推進事業にあっては別紙２の７により記入すること。
４　この申請書には、経理状況説明書（直近の２決算期に関する貸借対照表及び損益計算書）及び定款又は寄付行為（申請者が個人の場合は、印鑑証明書の原本及び住民票の原本（いずれも発効後３か月以内のもの））を添付すること。
５　要綱第４条第３項又は第４項の規定に基づき共同で申請する場合は、幹事団体又は代表事業者が申請すること。

６　その他参考資料については、事業ごとに必要となる参考資料、仕様書、見積書及び各種計算書等を添付すること。
様式第１の２（第６条関係　地方公共団体用）
番　　　号
年　　月　　日
　環境大臣　殿
                   　         　　　　　　　　   地方公共団体の長  　印
平成　　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金交付申請書
　二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金交付要綱第６条第１号（又は第２号）の規定により上記補助金の交付について下記のとおり申請します。
記
１　補助事業の名称
２　補助事業の目的及び内容
      　別紙１　実施計画書のとおり
３　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　（うち消費税及び地方消費税相当額　　　　　　　　　円）
４　補助事業に要する経費
      　別紙２　経費内訳のとおり
５　歳入歳出予算書（見込書）抜粋
別紙３
６　補助事業の開始及び完了予定年月日
　　　　交付決定の日　～　　　年　　月　　日
７　その他参考資料

注１　補助事業の名称は、要綱第４条第１項各号の事業名を記入すること。
２　別紙１の作成について、地熱・地中熱等の利用による低炭素社会推進事業にあっては別紙１の６の①から別紙１の６の⑥までのいずれかにより、自立・分散型低炭素エネルギー社会構築推進事業にあっては別紙１の７により記入すること。
３　別紙２の作成について、地熱・地中熱等の利用による低炭素社会推進事業にあっては別紙２の６の①から別紙１の６の⑦までのいずれかにより、自立・分散型低炭素エネルギー社会構築推進事業にあっては別紙２の７により記入すること。
４　その他参考資料については、事業ごとに必要となる参考資料、仕様書、見積書及び各種計算書等を添付すること。

